
衛星インターネット機器導入等業務 仕様書 

 
１ 業務名 

  衛星インターネット機器導入等業務 

 

２ 目的 

  大規模災害時において、適切に必要な通信環境を確保するため、衛星インターネット機

器を導入し、災害対策業務に当たる県内８地域の出先機関（以下「県民局等」という。）

を中心に分散配備する。 

また、運用マニュアルの作成や専門の業者の運用支援の確保により、より効率的に当該

機器を活用できる体制を整備する。 

 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和８年３月 31日まで 

   

４ 利用想定 

（１）災害時の利用場所 

  ア 県内各避難所 

  イ 被災により通信環境が途絶した場所（離島含む県内全域、屋外・屋内） 

  ウ 山口県庁 

（２）平時の利用場所 

  ア 県民局等 

岩国県民局、柳井県民局、周南県民局、山口県民局、宇部県民局、下関県民局、長 

門土木建築事務所、萩県民局 

  イ 県や市町、各地域が開催する防災訓練及び防災イベント 

  ウ 山口県庁 

（３）利用者 

  ア 県内各市町職員 

  イ 災害対応関係機関職員 

  ウ 県民 

  エ 山口県職員 

（４）同回線を利用した作業等 

  ア Ｗｅｂシステム等の利用 

  イ 各種Ｗｅｂサイト閲覧による情報収集 

  ウ メール、Ｗｅｂ会議 

（５）端末との接続は、状況に応じ、有線ＬＡＮ・無線ＬＡＮを使い分けるものとする。 

 



５ 業務内容 

  下記の業務実施に当たっては、「４ 利用想定」を踏まえること。 

（１）衛星インターネット機器及び関連資機材の納入 

  ア 機器本体及び機器を使用するために必要な関連資機材について 20 回線分を下記の

とおり納入すること。なお、機器本体等は新品とし、中古品は不可とする。 

   ・山口県防災危機管理課：１回線分 

   ・岩国県民局     ：２回線分 

   ・柳井県民局     ：５回線分 

   ・周南県民局     ：３回線分 

   ・山口県民局     ：２回線分 

   ・宇部県民局     ：３回線分 

   ・下関県民局     ：１回線分 

   ・長門土木建築事務所 ：１回線分 

   ・萩県民局      ：２回線分 

  イ 被災地へ持ち運ぶことを想定し、円滑に、機器本体及び関連資機材を収納・運搬で

きる専用ケース等を併せて納入すること。 

  ウ 各納入場所の管理者と調整の上、適切に納入すること。 

（２）衛星通信回線の開通 

  ア 機器は持ち運び可能であり、国内の任意の場所に衛星通信回線を設置して利用でき

ること。 

  イ 回線容量は 50ＧＢ／月以上とすること。 

  ウ 通信速度はベストエフォート値とするが、目安は上り 8～25Mbps、下り 40～220Mbps

とすること。 

  エ 遅延値はベストエフォート値とするが、目安は 100ミリ秒未満とすること。 

  オ 回線混雑時の優先アクセス権が付与されていること。 

  カ 通信費用は令和７年７月１日からの発生とすること。 

  キ 大規模災害時等において、イの回線容量を超えることが見込まれる場合、低速化す

ることなく、速やかに通信回線量を確保できるようにすること。 

  ク 無線 LANにおいては電波法に準拠し、屋内では 2.4GHz帯と 5GHz帯で利用でき、ま

た屋外では 5GHz帯の利用制限等、電波法に準拠した利用ができるようにすること。 

（３）運用マニュアルの作成 

  ア 同機器の運用経験がない者を対象とし、利用方法（機器設置、配線、ＰＣの接続等）

を視覚的に理解できるよう、適宜、図や写真を使用し作成すること。 

  イ 「４ 利用想定」を考慮し、災害時・平時共に、速やかに利用（設置・接続等）で

きるよう配慮されたものであること。 

  ウ 専門用語等の使用は可能な限り控えること。 

  エ 運用に関する問合せ窓口を記載すること。 



  オ 電波法等、関係法令による注意事項及び対応方法を記載すること。 

（４）運用支援体制について 

  ア 被災時における機器の破損や不具合への対応を提示すること。 

  イ その他、提供可能である運用支援を提示すること。 

  ウ 各種運用支援について、受付対応時間及び所要日数を提示すること。 

 

６ 実績報告 

  業務完了後は、業務完了報告書と合わせて以下の成果物を委託者に電子データ（形式

は、別途指示）で提出すること。 

  ・衛星インターネット機器等納入時の写真 

   ※保管場所ごとに数量の分かる写真と、保管場所に保管した状態の写真の２種類を

提出すること。 

  ・運用マニュアル 一式 

 

７ その他の留意事項 

（１）法令等の遵守 

   受託者は、本業務を行うにあたり、関連法令等を遵守すること。 

（２）著作権の帰属 

   本事業の成果物及びその著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条の権利を含む。）は、

第三者が著作権を有する部分を除き、原則として委託者に帰属するものとする。 

（３）業務の継続が困難となった場合の措置 

   受託者による業務の継続が困難となった場合の措置は、次のとおりとする。 

   ①受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合 

    受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合には、発注者は

契約の取り消しができる。そのために発注者に損害が生じた場合は、受託者が賠償

するものとする。 

   ②その他の事由により業務の継続が困難となった場合 

    災害その他の不可抗力等、発注者及び受託者双方の責に帰すことができない事由

により業務の継続が困難となった場合、業務継続の可否について協議するものとす

る。 

（４）費用負担 

   本業務を遂行する上で必要となる一切の経費は、受託者が負担すること。 

（５）業務の実施 

   本業務の実施に当たっては、受託者の提案書を基にして、委託者との協議により、業

務を実施するものとする。提案書の内容は、委託者との協議を経て、仕様書の一部とし

て取り扱うものとする。なお、この仕様書に明記されていない事項又は業務上疑義が

生じた場合には、委託者と協議の上、決定すること。 


